
 

わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱  

 

（趣旨） 

第１条 知事は、地場産地の企業が従来型のビジネスモデルから、企画・提案型のビジネ

スモデルへの脱却を促進するため、地場産地の企業が持つ技術、経験、ネットワーク等

を駆使した新たなる商品、サービスの事業展開を目指す計画策定から新商品開発、販売

促進までの一貫した取組を支援し、もって、地場産地全体の底上げ、振興に寄与するこ

とを目的に、地場産地の企業又は地場産地の企業グループ（以下「地場産地の企業等」

という。）に対し、予算の範囲内で補助金を交付するものとし、その交付に関しては、

和歌山県補助金等交付規則（昭和６２年和歌山県規則第２８号。以下「交付規則」とい

う。）及びこの要綱に定めるところによる。 

（定義） 

第２条 この要綱において「地場産地」とは、一定の範囲の地域にある地元資本の中小企 

業が集中的に立地している産業（和歌山県内に所在する建具、襖材、家具、ニット、縫

製、特殊織物、作業手袋、家庭用品、綿織物、染色整理、機械金属、染料・中間体、染

色、漆器、へら竿、皮革、ボタン、木材・製材、洋家具、銑鉄鋳物等の鉱工業全般をい

う。）の集積地のことをいう。 

（補助対象者） 

第３条 補助金の交付の対象となる者は、次の各号のいずれかに該当する地場産地の企業

等とする。 

(1) 地場産地の企業  

中小企業基本法（昭和３８年法律第１５４号）第２条第１項の中小企業者で、和歌

山県内所在の地場産地で企業するもの。 

(2) 次のア又はイに掲げるものとする 

ア 中小企業者の集まりであって、その代表となる者が前号で定める地場産地の企業

であるもの 

イ 和歌山県内の地場産地に所在する中小企業等協同組合法（昭和２４年法律第１８

１号）第３条第 1 号及び第３号の事業協同組合及び協同組合連合会、中小企業団

体の組織に関する法律（昭和３２年法律第１８５号）第８条第２項に規定する工

業組合（以下「組合等」という。）並びにその他知事が認める法人 

（補助事業、補助対象経費等） 

第４条 補助金の交付の対象となる事業（以下「補助事業」という。）は、コーディネー

ター、アドバイザー、デザイナー等（以下「外部専門家」という。）を招へいし、市場

調査や先進事例調査等により地場産地の企業等の強みや弱みなどの分析を行い、新たな

ブランドコンセプトと基本的な戦略を事業計画として策定する事業（以下「事業計画策

定支援事業」という。）及び外部専門家を招へいし、新商品・新サービスの開発、試作

品製作、展示会への出展等を行い新たなブランドを確立する事業（以下「新ブランド確

立支援事業」という。）とする。 



 

２ 補助金の交付の対象となる経費（以下「補助対象経費」という。）は、別表１のとお

りとし、補助金額の限度額及び補助率は、別表２のとおりとする。 

（補助事業の選定方法） 

第５条 知事は、知事の附属機関の組織及び運営の基準を定める規則（平成２５年和歌山

県規則第４７号。）に定める、和歌山県中小企業振興支援補助金審査委員会（ 以下

「 審査委 員会」 という 。）に よる審 査を経 て、予 算の範 囲内で 補助事 業を選 定する

も のとす る。  

２ 知事は、複数年以上、継続的に補助事業を行う事業者については、当該年度の事業の

進捗状況や翌年度の計画等を確認するため、翌年度の事業開始前の審査委員会における

報告・審査を経て、予算の範囲内で補助事業の継続を決定するものとする。 

（補助金の交付申請） 

第６条 地場産地の企業等は、交付規則第４条に規定する補助金等交付申請書に次に掲げ

る関係書類を添え、知事に提出しなければならない。 

(1) 補助申請者の概要（別記第１号様式） 

(2) 補助事業計画書（別記第２号様式） 

(3) 収支予算書（別記第３号様式） 

２ 前項の規定に基づく申請をする場合は、補助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕

入控除額（補助対象経費に含まれる消費税及び地方消費税相当額のうち、消費税法（昭

和６３年法律１０８号）の規定により仕入に係る消費税額として控除できる部分の金額

及び当該金額に地方税法（昭和２５年法律第２２６号）の規定による地方消費税の税率

を乗じて得た金額の合計額に補助率を乗じて得た金額をいう。以下同じ。）を減額しな

ければならない。ただし、申請時において当該消費税及び地方消費税に係る仕入控除税

額が明らかでないものについては、この限りでない。 

（補助金の交付決定等） 

第７条 知事は、前条の申請書の提出があったときは、当該申請書の内容について審査を

行い、補助金を交付するものと認めたときは、補助金の交付の決定（以下「交付決定」

という。）を行うものとする。 

２ 知事は、規則第５条の規定により交付決定を行うに当たっては、前条第２項の規定に

より減額して交付申請がなされたものについては、これを審査し、適当と認めたときは、

消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を減額するものとする。 

３ 知事は、前条第２項ただし書の規定による交付の申請がなされたものについては、補

助金に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額について、補助金の額の確定時に

減額を行うこととし、その旨の条件を付して交付決定を行うものとする。 

４ 知事は、第２項の交付決定に当たっては、補助金の額の千円未満を切り捨てるものと

する。 

（申請の取下げ） 

第８条 補助金の交付決定を受けた者（以下「補助事業者」という。）は、当該交付決定

の内容又はこれに付した条件に対して不服があり、補助金の交付の申請を取り下げよう



 

とするときは、当該通知を受けた日から２０日以内に別記第４号様式による交付申請取

下届出書を知事に提出しなければならない。 

（補助事業の内容又は経費の配分の変更） 

第９条 補助事業者は、補助事業の内容又は経費の配分を変更しようとするときは、あら

かじめ別記第５号様式による変更承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなければ

ならない。ただし、軽微な変更についてはこの限りでない。 

２ 前項の承認には、必要に応じ条件を付し、これを変更することができる。 

３ 第１項ただし書に規定する軽微な変更とは、次のいずれかに該当する場合をいう。 

 (1) 補助事業に要する経費の２０パーセント以内の減少となる内容の変更をする場合 

 (2) 補助目的の達成に支障がなく、及び事業効率の低下をもたらさない事業計画の細 

 部の変更をする場合 

  (3) 別表１の補助事業の経費区分の相互間において、いずれか低い額の２０パーセント

以内の経費の配分変更をする場合 

（補助事業の中止又は廃止） 

第１０条 補助事業者は、補助事業を中止し、又は廃止しようとするときは、あらかじめ、

別記第６号様式による中止（廃止）承認申請書を知事に提出し、その承認を受けなけれ

ばならない。 

（補助事業遅延等の報告） 

第１１条 補助事業者は、補助事業が予定の期間内に完了しないと見込まれるとき、又は

補助事業の遂行が困難になったときは、速やかに、別記第７号様式による補助事業遅延

等報告書を知事に提出し、その指示を受けなければならない。 

（補助事業の状況報告） 

第１２条 補助事業者は、９月３０日現在における補助事業の遂行状況について、別記第

８号様式による補助事業遂行状況報告書を１０月２０日までに知事に提出しなければな

らない。 

（補助事業の実績報告） 

第１３条 補助事業者は、交付規則第１３条に規定する補助事業等実績報告書に別記第９

号様式による関係書類を添え、補助事業が完了したとき（補助事業の廃止の承認を受け

たときを含む。）から２０日を経過した日又は翌年度の４月１日のいずれか早い日まで

に知事に提出しなければならない。 

２ 補助事業者は、前項に規定する実績報告を行うに当たって、補助金に係る消費税及び

地方消費税に係る仕入控除税額が明らかな場合には、当該消費税及び地方消費税に係る

仕入控除税額を減額して報告しなければならない。 

（補助金の額の確定） 

第１４条 知事は、交付規則第１４条の規定により補助事業者に交付すべき補助金の額を

確定した場合において、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超え

る部分の補助金の返還を命ずるものとする。 

２ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納



 

付がない場合には、未納の金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１４．６０

パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（交付決定の取消し） 

第１５条 知事は、補助事業者が、次の各号のいずれかに該当すると認められるときは、

当該交付決定の全部又は一部を取り消すことができる。 

(1) この要綱の規定に違反したとき。 

(2) 補助金を補助事業以外の用途に使用したとき。 

(3) 交付決定の内容及びこれに付した条件に違反したとき。 

(4) 偽りその他不正な手段により補助金の交付を受けてたとき。 

２ 知事は、前項の規定により交付決定を取り消した場合において、補助事業の当該取消

しに係る部分に関し、既にその額を超える補助金が交付されているときは、その超える

部分の補助金の返還を命じるものとする。 

３ 前項の補助金の返還期限は、当該命令のなされた日から２０日以内とし、期限内に納

付がない場合には、未納の金額に対して、その未納に係る期間に応じて年利１４．６０

パーセントの割合で計算した延滞金を徴するものとする。 

（補助金の概算払及び精算払の請求） 

第１６条 補助事業者は、補助金の概算払又は精算払を受けようとするときは、交付規則

第１６条に規定する補助金等交付請求書に別記第１０号様式による関係書類を添え、知

事に提出しなければならない。 

（補助事業の完了後状況報告） 

第１７条 補助事業者は、補助事業の完了した日の属する会計年度の終了後５年間、毎会

計年度終了後３０日以内に当該補助事業に係る事業状況について、別記第１１号様式に

よる補助事業完了後状況報告書に知事が必要と認める書類を添え、知事に提出しなけれ

ばならない。 

（収益納付） 

第１８条 知事は、前条の補助事業完了後状況報告書により、当該補助事業者に相当の収

益が生じたと認められる場合、当該補助金の交付の目的に反しない場合に限り、その交

付した補助金の全部又は一部に相当する金額を県に納付させることができる。 

（財産処分の制限） 

第１９条 補助事業者は、補助事業により取得した財産又は効用の増した１件当たり５０

万円以上の財産（以下「取得財産」という。）を補助事業完了後５年以内（法定耐用年

数があるものは、当該法定耐用年以内）に、補助金の交付の目的以外の用途に使用し、

他の者に貸し付け、若しくは譲り渡し、他の物件と交換し、又は債務の担保に供しよう

とするときは、あらかじめ別記第１２号様式による財産処分承認申請書を知事に提出し、

承認を受けなければならない。 

２ 知事は、前項の規定により、当該取得財産等が定める期間を経過している場合を除き、 

 補助事業者が取得財産等を処分することにより収入があり、又はあると見込まれるとき

は、その収入の全部又は一部を納付させることができる。 



 

３ 補助事業者は、取得財産に係る台帳を備え、補助事業完了後５年間、保存しておかな

ければならない。 

（知的財産権等に関する届出） 

第２０条 補助事業者は、補助事業に係る発明又は考案等について、特許権、実用新案権

又は意匠権等（以下「知的財産権」という。）を補助事業年度又は補助事業年度終了後

５年以内に出願し、若しくは取得した場合又は知的財産権を譲渡し、若しくは実施権を

設定した場合には、遅滞なくその旨を記載した別記第１３号様式による知的財産権取得

等届出書を知事に提出しなければならない。 

（事業成果の発表） 

第２１条 知事は、補助事業の成果について、必要があると認めるときは、その成果を発

表することができる。 

（立入検査等） 

第２２条 知事は、補助事業の適正を期するため必要があるときは、補助事業者に対して

報告させ、又はその事務所に立ち入り、帳簿書類その他の物件を検査し、若しくは関係

者に質問することができる。 

（補助金の経理等） 

第２３条 補助事業者は、補助金に係る経理についての収支の事実を明確にした証拠書類

を整理し、かつ、これらの書類を補助事業が完了した日の属する年度の終了後５年間保

存しなければならない。 

（消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額の確定に伴う補助金の返還） 

第２４条 補助事業者は、補助事業完了後に消費税及び地方消費税の申告により補助金に

係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額が確定した場合には、別記第１４号様式

により速やかに知事に報告しなければならない。 

２ 知事は、前項の報告があった場合において、当該消費税及び地方消費税に係る仕入控

除税額が第１３条の報告に係る消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額を上回るとき

は、その上回る額の全額又は一部の返還を命ずるものとする。 

（その他必要な事項） 

第２５条 この要綱に定めるもののほか、補助金の交付に関するその他の必要事項は、知

事が別に定める。 

    

附  則  

  この要綱は、平成２３年４月１日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成２５年４月２日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成２７年４月１５日から施行する。 

   附  則  

 この要綱は、平成２９年４月１日から施行する。 



 

 附  則  

この要綱は、令和３年４月１日から施行する。 

 附  則  

この要綱は、令和４年４月１日から施行する。 

 



 

 

別表１（第４条関係） 

補助金対象経費 

 (1) 事業計画策定支援事業

経 費 区 分 内 容 説 明 

１ 謝金 外部専門家謝金 事業遂行に必要な指導や助言等を受けるために招へいした外部 

専門家に対する謝金 

２ 旅費 外部専門家旅費 外部専門家及び職員の事業遂行に必要な情報収集、各種調査及 

び打合会議参加等に要する経費  
職員旅費 

３ 事業費 コンサルタント費 事業遂行に必要なコンサルタント会社等を活用するために支払

われる経費 

会場借上費 事業遂行に必要な情報、意見等の交換や検討を行うための会議

等を開催するために支払われる経費 

会議費 事業遂行に必要な会議等を開催するために支払われる経費 

借損料 事業遂行に必要な機器類・設備類のリース料及びレンタル料と

して支払われる経費 

市場調査費 事業遂行に必要な市場調査等を行うために支払われる経費 

印刷製本費 事業遂行に必要な資料・印刷物（パンフレット、事業計画書

等）を作成するために支払われる経費 

通信運搬費 事業遂行に必要な物品の運搬料、輸送料等として支払われる経

費 

広報費 事業遂行に必要なＷＥＢサイトの構築等のために支払われる経

費 

商標等出願経費 事業遂行に必要な商標権、意匠権等の知的財産権の出願に要す

る経費 

 

(2) 新ブランド確立支援事業 

経 費 区 分 内 容 説 明 

１ 謝金 外部専門家謝金 事業遂行に必要な指導や助言等を受けるために招へいした外部 

専門家に対する謝金 

２ 旅費 

 

外部専門家旅費 外部専門家及び職員の事業遂行に必要な情報収集、各種調査及 

び打合会議参加等に要する経費 
職員旅費 

３ 事業費 

 

 

 

 

コンサルタント費 事業遂行に必要なコンサルタント会社等を活用するために支払 

われる経費 

会場借上費 事業遂行に必要な情報、意見等の交換や検討を行うための会議 

等を開催するために支払われる経費 

会議費 事業遂行に必要な会議等を開催するために支払われる経費 

借損料 事業遂行に必要な機器類・設備類のリース料及びレンタル料と

して支払われる経費 

市場調査費 事業遂行に必要な市場調査等を行うために支払われる経費 

印刷製本費 事業遂行に必要な資料・印刷物（パンフレット、事業計画書 

等）を作成するために支払われる経費 

通信運搬費 事業遂行に必要な物品の運搬料、輸送料等として支払われる経 

費 

広報費 事業遂行に必要なＷＥＢサイトの構築等のために支払われる経

費 

展示会等出展費 事業遂行に必要な小間を設置するため、会場借上、設営、装 

飾、運営、撤去等を行うために支払われる経費 

商標等出願経費 事業遂行に必要な商標権、意匠権等の知的財産権の出願に要す

る経費 



 

- 2 - 

 

  

別表２（第４条関係） 

補助金額の限度額及び補助率 

補助事業者 
補助金額の限度額 

補 助 率 
１ 年 目 ２ 、３年目 

地場産地の企業 

 

２，０００千円 各 ４，０００千円 ３分の２以内 

地場産地の企業グループ ４，０００千円 各 ８，０００千円 ３分の２以内 

 

経 費 区 分 内 容 説 明 

４ 試作品等開発費 

 

 

 

 

 

  

コンサルタント費 事業遂行に必要なコンサルタント会社等を活用するために支払 

われる経費 

原材料費 

 

事業遂行に必要な材料及び部品を購入するために支払われる 

経費 

借損料 事業遂行に必要な機器、設備類のリース料、部品を購入するた 

めに支払われる経費 

デザイン費 事務遂行に必要な試作品等のデザインを行うために支払われる 

経費 

製造・改良・加工費 事業遂行に必要な試作品等の製造、改良及び加工を行うために 

支払われる経費 



 

 

別記第４号様式（第８条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

                    住所  

                        

                    氏名                

 

 

 

  年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る交付申  

請取下届出書  

 

      年  月   日付け 第    号をもって交付の決定の通知を受けたわかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金の交付の申請は、下記の理由により取り下げた

いのでわかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱第８条の規定により届

け出ます。  

 

 

記  

１ 交付申請取下げ理由  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注）本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第５号様式（第９条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

                    住所  

                        

                    氏名                

 

 

                                                                           

年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事業の  

内容（経費の配分）の変更承認申請書                            

 

 

      年  月   日付け 第    号をもって交付の決定の通知を受けたわかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金について、下記の理由により補助事業の内容

（経費の配分）を変更したいので、わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交

付要綱第９条第１項の規定により承認を申請します。  

                                        

記  

 

１ 変更申請額  

                              決定額       変更申請額     差  額  

    補助事業に要する経費 金      円   金       円  金       円  

  補 助 対 象 経 費  金       円   金       円  金       円  

   補 助 金 額 金      円   金       円  金       円  

 

２ 変更理由  

 

 

 

 （注）１ 補助事業を新たに委託しようとすることに伴い経費の配分を行うときは、委

  託する事業、委託先、委託金額及び委託する理由を記入すること。  

２ 事業計画が確認できる資料があれば、添付すること。  

       ３  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

３ 変更の内容  

( 1 )  事業の内容  

【  事業計画策定支援事業  】  

変 更 前  変 更 後  差   額  変 更 の  理  由  
計画変更が補助事業  

に及ぼす影響  

     

 

【  新ブランド確立支援事業  】  

変 更 前  変 更 後  差   額  変 更 の  理  由  
計画変更が補助事業  

に及ぼす影響  

     



 

 

(2) 変更後の収支予算書 

 （ 収 入 の 部 ）                          （ 単 位 :円 ）  

区   分  収入額 説    明  

変更前 変更後 

１ 補助金 

 

   

２ 自己資金 

 

   

３  借入金 

 

   

収 入 計  

 

   

 

 （ 支 出 の 部 ）                          （ 単 位 :円 ）  

区   分  補 助 事 業 に 要

する経費 
補助対象経費 説   明  

変 更前  変 更後  変 更前  変 更後  

１  謝金       

      

２  旅費      

      

３  事業費      

      

      

      

４ 試作品等開発費      

      

      

      

      

５  消費税及び地方 

消費税 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

支 出 計       

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

別記第６号様式（第１０条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                

 

 

 

年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事  

業の中止（廃止）承認申請書  

 

 

 

      年  月   日付け 第    号をもって交付の決定の通知を受けたわかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事業を下記の理由により中止（廃

止）したいので、わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱第１０条の

規定により承認を申請します。  

 

                                        記  

 

１ 中止（廃止）する事業名  

 

 

２ 理由  

 

 

 

 

 

 

 

 （注）本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第７号様式（第１１条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

            年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事  

業遅延等報告書  

 

 

 

      年  月   日付け 第    号をもって交付の決定の通知を受けたわかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事業について、下記のとおり事故が

あったのでわかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱第１１条の規定に

より報告します。  

 

記  

 

１ 補助事業名  

 

２ 補助事業の進捗状況  

 

３ 同上に要した経費  

 

４ 事故の内容及び原因  

 

５ 事故に対する措置  

 

 

 （注）１ 事故の理由を立証する書類を添付すること。  

    ２  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第８号様式（第１２条関係）  

 

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

        年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事  

業遂行状況報告書  

 

 

 

      年  月   日付け 第    号をもって交付の決定の通知を受けたわかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助事業の遂行状況について、わかやま

地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱第１２条の規定により別紙のとおり報

告します。  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別紙  

遂  行  状  況  報  告  書  
 

補助事業の区分  進捗状況の具体的内容等  

(1) 事業計画策定支援事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2)新ブランド確立支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

１   本様式は、日本産業規格Ａ４版とする。 

２  遂行状況が分かる資料等を添付すること。 



 

 

別記第９号様式（第１３条関係） 

 

 

１     年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る 

   補助事業の収支決算書                                ・・・・・・・・・別紙１ 

  

 

２     年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る 

   補助事業実績書                                        ・・・・・・・・・別紙２ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）１ 実績報告書に次の算式を明記すること。 

      補助金所要額－消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額 

２ 事業実績が確認できる資料を添付すること。 

    ３ 本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。



 

 

別紙２ 

補  助  事  業  実  績  報  告  書  

                                         

補助事業の区分  具体的な実績内容等  

(1) 事業計画策定支援事業  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 新ブランド確立支援事業 

 

 

 

 

 

 

 

 

（注） 

１   本様式は、日本産業規格Ａ４版とする。 

２  実績内容等が分かる資料等を添付すること。 

 



 

 

別記第１０号様式（第１６条関係）  

 

 

 

 １  交 付 決 定 額     金           円  

２ 概 算 払 受 領 済 額          金           円  

 ３  今 回 請 求 額          金           円  

 ４  残 額          金           円  

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 （注）本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第１１号様式（第１７条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

        年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る補助  

事業の完了後状況報告書 

 

 

      年  月   日付け 第    号で交付決定のあった   年度わかやま地場

産業ブランド力強化支援事業について、わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助

金交付要綱第１７条の規定により、関係書類を添えて報告します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 

 

 

 

 

 

 

（注）１ 関係書類は別途指示するものとする。  

    ２  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第１２号様式（第１９条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

        年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る財産 

処分承認申請書  

 

 

      年  月   日付け 第    号で交付決定のあった、わかやま地場産業ブラ

ンド力強化支援事業に係る下記の財産を処分したいので、わかやま地場産業ブランド力強

化支援事業費補助金交付要綱第１９条第１項の規定により申請します。  

 

記  

 

１ 品目及び取得年月日  

 

２ 取得価格及び時価  

 

３ 処分の方法  

 

４ 処分の理由  

 

 

 

 

 

 

（注）１ 関係書類は別途指示するものとする。  

    ２  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  



 

 

別記第１３号様式（第２０条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

        年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る知的 

財産権取得等届出書  

 

      年  月   日付け 第    号で交付決定のあった、わかやま地場産業ブラ

ンド力強化支援事業について、わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要

綱第２０条の規定により、下記のとおり報告します。  

 

記  

 

１ 事業名  

 

２ 種類（番号及び知的財産権等の種類）  

 

３ 内容  

 

４ 相手先及び条件（譲渡又は実施権の設定の場合）  

 

 

 

 

 

 

 （注）１ 関係書類は別途指示するものとする。  

    ２  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  

 



 

 

別記第１４号様式（第２４条関係）  

 

番     号  

年  月   日  

 

 和歌山県知事 様  

 

 

                    住所  

                        

                    氏名                  

 

 

        年度わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金に係る消費  

税額及び地方消費税額の額の確定に伴う報告書  

 

  わかやま地場産業ブランド力強化支援事業費補助金交付要綱第２４条第１項の規定によ

り、下記のとおり報告します。  

 

記  

 

１ 補助金額（交付要綱第 条第 項の規定により通知した額）           

                     金             円  

 

２ 補助金の確定時における消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額        

                     金             円  

 

３ 消費税及び地方消費税の額の確定に伴う消費税及び地方消費税に係る仕入控除税額  

                     金             円      

                            

４ 補助金返還相当額（３－２）  

                     金             円  

 

 

 （注）１ 別紙として積算の内訳を添付すること。  

    ２  課税事業者の場合であっても、単純に補助金の 10 パーセント相当額が消費税

及び地方消費税に係る仕入控除税額による減額等の対象額ではない。  

    ３  本様式は、日本産業規格Ａ４版とすること。  


